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経 済論叢(京.都 大学)第[62巻 筆5・5号,】998年1レ12月

中国の地域経済格差に日系進出企業が与える

影響に関する計量分析

一 混合 ロジットモデルによる立地選択分析一
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夏 ば じ め に

本稿の目的は,常 にその拡大が懸念 されている中国における地域経済格差の

問題に対 して,日 系の中国進出企業が中国国内地域での投資立地選択を通 じて,

どのような影響を与えているのかを明らかにすることにある。アジア地域 にお

いては,各 国への立地選択分析モデルの幾つかの先行研究を挙げることができ

るが,本 稿 はそれを中国国内における各地域への立地選択分析に適用しようと

するものである。さらに,ア ジア地域についてのものに限らず,従 来の直接投

資の立地選択に関する先行諸研究のモデルとしては,従 属変数である投資立地

先を決定する.説明変数を投資立地先の属性(例 えば投資立地先の経済成長率 ・

賃金上昇率 ・.各種規制の有無)の みで構成する条件付 きロジットモデルがtと

して採用 されていたが,本 稿は投資立地先の属性に加えて,投 資主体である進

出企業の属性 も説明変数 とする混合ロジットモデルに立地選択モデルを拡張す

ることを試みる。その際,進 出企業側の属性 として資本金額 ・従業員数であら

わされる企業規模に特に注意を払う。.

本稿の構成は以下のとお りである。

まず第且節において,.中国の地域経済格差 と直接投資における立地選択に関

する先行諸研究をそれぞれ簡単 にサーヴェイする。それをふまえて,本 稿の立
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地 選 択モデルを特定 化 しおよび説 明変数 を提示す る。第 皿節 では以後 の分析 に

使用 されるデー タの説明をおこな う。 そ して第IV節 において,第 且節 での説 明

変数の提示 を受けて,重 要 と思 われる説明変数 について,記 述統 計 による予備

的考察 をお こな う。第V節 においては.,中 国国 内での投 資立地選択モデルの推

定結果 を示す。最後 に第v7節 で,本 稿 の結論 を与 える。

11先 行 諸 研 究

中国 は1978年 末 か ら開始 された改革 ・開放政策 をつ う じて,以 来現在 まで平

均8-9%の 高 度 成長 を達成 してい る。小規模 な国家で あれば,経 済発 展 ・経

済改革 の成功 として語 られる この事例 も,中 国に関 してはそ の面積 ・人口の巨

大 さか ら,そ の裏面の地域 ごとめ経済格差へ の懸念 とと もに語 られるのが常で

ある。 この改革 ・開放の期間中,実 際に中国国内での地域格差が増大 したのか

減少 したのか,あ るいは現在地域格差 の動 向は どの方 向へ向 かいつつ由 るのか

につ い て は 先行 諸研 究 の見 解 は様 々で あ る。例 え ば,総 合研 究 開発 機 構

[1995]に よれ ば,ジ ニ係数 ・タイル尺度 ・変動係 数 といった指標の いずれ を

使用 して も,92年 の 段階 まで において地域 格差 は縮小 していることが観察 され

る とい う。 また栗林[1994]も 各 地域が生み出す地域 国民所得 の大 きさについ

ては地域 間の格差 は拡大 しているが,.一 人あた りの所得 の水準 の差異 は改革 ・

開放期 にはむ しろ縮小 したと している。呉[1996]も8⊂}年 代 につ いては概 ね同

様 の論調 であるが,91年 以 降の地域経 済格 差は拡大傾 向に転 じた としている。

これ らに対 して,加 藤[1997]は79年 か ら94年 までの期 間において,東 部 ・中

部 ・西部 の3地 帯の内部の格差は縮小傾向にあるが,そ れ らの3地 帯 間の格差

は拡 大 している としてい る。 しか し,改 革 ・開放期 に現 象 として地域格差が縮

小 した ことを主張す る先行研究 も,今 後の中国国内における地域 間格差の拡大

のおそれが あるこ とを指摘す る点では共通 している。

それでは,地 域格差 を もた らす要因 になっている ものは何 なのだろうか。地

域 格差 を生み出す 要因 と して,例 えば加 藤[1997」 は,1.・ 政 府投資 が沿岸部
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へ 傾斜 したこ と,2.地 方 財 政の 自立.化,3.地 域 選別的 な対外 開放政策,4.民

間 セ ク ターの活力 の違 い,5.産 業 構造 と価 格の歪み の存在 の5つ を挙 げてい

る。 これ らの うち,3番 目の もの は政策要因 と して語 られているが,結 果 とし

ての外 国直接投資 の受 け入れの格差 を含む もの と理解 して間違いはないだろう。

また総合研 究 開発 機構 「ユ995}は,典 型的 な高成長 地域の発展 モ デル と して

「広東 モデル」 を とりあ げてお り,そ の資本構 造の特徴 は外 国資 本へ の依存 で

.あ る としている。 この外国資本は主 として直接投資 の形 で流 入 したもので ある。

この ような..「モデル」的発展 をとげる地域 が存在す る一方 で外資 の直接投資の

少 ない地域が存在すれば,地 域格 差が当然生 まれる。す なわち,中 国 の地域格

差の要因 を考え るとき,政 策要因 ・制度 的要因 ・その他 の要 因を複合的 に指摘

す ることが可能であるが,外 国資本 の直接投資が格差拡大 ない しは縮小の直接

の要因の一つにな りうるこ とは明らか なのであ る。 中国の地理的 な巨大 さが,

通 常国際規模 で語 らμる直接投資立地の問題 を,中 国国内で も重要視 されるべ

き問題 に している といえよう。.

1自:接投資 の立 地選 択分析 は,McFadden[1974ユ で 基本的 な理論 的基礎付 け

と分析手法が提示 されてい る。 すなわ ち,企 業 ∫が ある地域 ノ(ノ=1...η)に

投資.したと きの利潤関数が

π`,=β'X,+E,

πジ 企業 ∫がある地域 ノに投資 したときの利潤

渇=投 資先 ゴの属性 ベク トル

β:投 資先の属性が利潤にあたえる程度を しめすパラメータベ ク トル

.恥:誤 差項

で あ るとす る。 その とき,各 誤差 項 ε〃が互 いに独立で,そ の累積分布 関数 が

二重指 数分 布 に したが うとす るな ら,企 業 ∫が η個 の投 資立 地先候補地か ら

あ る地域 ゴに投資す る確率 は

Pr,戸.exp(β%)/LS一 卜 躍e瓦P(β及)

とい う,条 件付 きロジ ッ トモ デルで示 され,こ れ を計量 モデル とす るの であ る。.
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上 記 の モデ ル に沿 う形で,現 在 までか な りの先 行研 究 が蓄積 され てい る

(Canton[ユ983],Bartik[1985],Sc㎞ener,HuberandCook[1987],McConneland

Schwab[1990],Woodward[1992],徳 永 ・石井[1995],若 杉[1997])。 そ の な

かで,中 国 を含 むアジア地域へ の直接投 資 を骨折 対象 とした もの として,徳

永 ・石柱[ユ995]と 若 杉[1997]を 挙 げる ことがで きる。実証結果 として,徳

永 ・石井[1995]は 賃 金率 ・インフラ整備度 ・経 済不安定度が,事 前 の期待 に

整合的 なか たちで有意 な影響 を日本のエ レク トロニクス産業 の投資立地選択 に

あたえてい ると している。若杉[ユ997]は,日 本 の9産 業 の企業の投資立地選

択 において,繊 維産業 を除いて賃金上昇 率は決定 的な影響 を有 して いないこと～

経済成長率は正の影響 をもつ こと,物 価 上昇率 は繊維産業 を除 き負の影響 をも

つ こと,等 を報告 している。これ らは東 アジア地域 のなかで,あ る地域 を直接

投資先 と して選択 させる投 資先例 の属性 を,条 件付 きロジッ トモデ ルで実証 分

析 した ものである。これ らに対 して,企 業側 の属性が投資立地選択 に及ぼす影

響 を考察 した先行研 究 も存在 する(Grubaugh[1987])。 そ こで は,企 業 ゴが 鐸

個の投資 立地先候補地 からある地域 ∫に投 資する確率Pr,は

Pro=exp(α ∫略)/Σ ・一1一・exp(α忌略)

四:企 業 ∫の属性 ベ ク トル

の:企 業 歪の属性が,企 業 ゴが ゴ地域 に直接投資す る確率 にあ た

える程度 をしめすパ ラメー タベ ク トル。地域 ごとに異 なる。

となる。 ただ し,直 接 投資先の地域 ごとに異 な.るパラメー タベ ク トルの一つ を

0に 規準化す ると,上 記のモデルは

P物=exp(σ ∫照)君1+E,_3...。exp(必 四.)}

と書 き換 え られ る。 これ を多項 ロジ ッ トモ デル とい う。Grubaugh[ユ987]で

はn=2 、と して,企 業が外 国直接投資 自体 をす るか否 かの2項 選択 の問題 が分

析 されてい るP。

1).従 って,GIubaugh[1987;は 厳密 には投資立地 選択 の問卑 を扱 っているわけでは ない。 しか

し,問 題の内容上 の形式 およびモデ ルの形式が 奉稿 と強い連続性 をもつため,こ こに取 り上 げた。
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本 稿 では,投 資先例の属性 に加 えて企業属性 も,投 資 立地選択 に影響 を及ぼ

す可能性 のある変数 として分析の対象 とする。 したがって,実 証 モデルは混.合

ロジ ッ トモデル となる。

そ こで は,企 業 ゴが η個 の投 資立地先候 補地か らあ る地域 ゴに投 資す る確

率は

Pr;;=exp(β 鵬+σ ∫隅)/E,.一ト 。exp(β'&+σ 峯1死)

と なる。 これ を最尤推定す れば よい。本稿 にお.いては,投 資先の選択肢 は中国

内部の3地 域であ る。3地 域 の内訳 は次の とお りである。.

沿 岸地域:北 京市 ・天津市 ・河北省 ・山東省 ・上海市 ・江蘇省 ・浙江省 ・

広 東省 ・福建省 ・海南省

東北地域1遼 寧省 ・吉林省 ・黒龍江省

内陸地域:そ の他 の諸省

沿岸地域が先進地域 であ り,東 北が それに続 き,内 陸地域が最後進地域 として

.区分 され るこ とは言 うまで もない,,

本 稿の混合 ロジ ットモデ ルで使用 される説明変数 は次の とお りであ る。

投資先地域の属性 瓦 として使用 される もの=

・各地域の総生産お よびその成長率

・各地域の賃金水準 とその上昇率

・各地域 の物価上昇率

企業 の属性 肌 と して使用 される もの1

・企業規模 を表す変数 と して ,.各 企業 の資本金額 ある粋は従業員数

・投資時期 を表す変数 と して,各 企 業の設 立認可時期

●各企業 の外資比率

・.各企業 の契約期 間

.さ らに,企 業 の属性 をあ らわす変数 として,そ の企業が どの産業 に分類 され

るか を示 す産業分類 ダ ミーを使 用 した。使用 された産業分類 ダ ミーは以下の も

.の である。
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・農 林 漁 業 ダ ミ ー

・建 設 ・鉱 業 ダ ミー

・軽 工 業 ダ ミ ー

・重 化 学 工 業 ダ ミ ー

・電 力 ・運 輸 ・通 信 業 ダ ミー

・金 融 ・不 動 産 業 ダ ミー

。小 売 り ・サ ー ビ ス 業 ダ ミ ー

111.デ タ

企業 の属性 に関す るデー タは,三 菱総研 『中国進 出企業一x;1997』 を出所 と

している。 デー タに使用 した企 業の総数 は10496社 だ が データに よっては欠損

してい る部分がかな り存 在するため,各 変数 のデータ数 はそれぞれ異 なる。 ま

た資本金額が円 ・元 ・香 港 ドル.・ポン ドで表示 され てい る場合は.ドル に探算 し

た。換 算の レー トは97年1月1日 の為替 レー トでお こなっている。設立認 ロ∫時

期 について,月 次数 を13進 法表示 のもの と読み替え,こ れ を10進 法 で書 き改 め

る ことにした%ま た契約期間が永年契約 になっている場合 は,100年 契 約 に読

み替えた。

投 資先地域 の属性 に関す るデータは,『 中国統計年鑑」 よ り85-96年 の ものを

使用 した。.各地域の総生産 ・各地域の物価 上昇 率 ・.各地域 の賃金水準 は,そ れ

ぞれ.各地 区国内生産総値 ・商品小 売価 格指 数 ・職工平均 工費 の項 目か ら,各 地

区に含 まれ る行政区の 単純平 均 を毎年 とり,.さ らにその データ採取期間の平均

をとってそれ を説明変数 として使用 した。

ただ し,85-87年 の 各地 区国内生 産総値 につ いては,こ の期 間 につい て記載.

されている.各地 区社 会総生産値 よ り推計 した3,。ここで,投 資先地域 の属性 濁

ト. 2)月 次数 はOで はな く1か ら始 まるため,月 次数か ら1を ひいた数 を⊥2進法表示の数 と読み替 え

て,こ れを1D進 法表示 に変換す ることも可能である。 しか し,い ず れにせ よ,本 稿の分析H的 の

た めには両者の方法 に大 きな違いは無い もの と考える.

3)呂8-90年 については各地区園内生産総値 ・各地区社会総生産値の双方が記載 されてい るため,ノ



124(510) 第162巻 第5・6号'

表1投 資 先 地 域 の属 性 デ ー タ (1985-96年 平 均)

変 数 沿岸地域 東北地域 内陸地域

総 生 産(CDP)平 均/省 1334億 元 1009憶 元 649億 元

総 生 産(GDP)成 長率 23% 19.8% 20.4%

賃 金水 準/人 3305元 24例 元
一

2714兀

賃金上昇率 ユ8.6% 15.5% 15.6%

物価上昇率 1/.5% 10.9% ]1.1%

と して使用.される ものを,表.に ま とめ ると表1の ようになる。ただ し,こ こで

使用 されている総生産(GDP)・ 賃 金デー タはすべ て名 同値 である。

IV予 備 的 考 察

ここでは,中 国に進 出 してい る 日系企業が資本金額 ・従業員数 ・設立認可時

期 ・外資 比率 ・契約期 間お よび資本集約度(資 本金額/従 業員数)の 記述統計

に.おいて,各 地 区ご とに どのような特性 をもっているか を概観 していこ う。

各変数の基礎統計量 を示 したあが表2で あ る、以下,国 表の統計 量 と必 要に

応 じてそ.の変数 の分布 図を用い て考察 を進め る。

まずは じめに,資 本金額 ・従業員数 を考察する。 これ らの2変 数は互 いに高

い相 関関係 にあるため併せ て考察 を行 う。 まず資本金額では,そ の平均値 は,.

沿岸 地域(297.ユ5万 ド.ル),内 陸 地域(282.23万 ドル),東 北 地域(164.29万 ド

ル)の 順 であ り,資 本金額で企業規模 を考えた場合,東 北 ・内陸地域の企業 規.

模 は小 さな もので あるこ とが推測 され る。 この ように,東 北 ・内陸地域 の平均

資本 金額 が小 さい理 由を,図1一 図3の 分布図か らみてみる と,東 北 ・内陸地

.域 の 日系進 出企業 には資本金額規模が30万 ドル以下の小規摸企業 が比較 的多 い

ζ とが平均値 を引 き下 げているこ とがわかる。つ ま り,.資 本金額 で企 業規模 を

考 えた場 合,小 規模企業の 東北 ・内陸地域への積極的な進 出 とい う姿 が浮 かび

.ヒがって くる。内 陸地域が東北地域 よ りも平均値 が高いのは,図1一 図3に 示

、こ こか.ら各地区 について国内生 産総値/社 会総生産値 をもとめ,そ れ を85-87年 の各地区社会総

生産値 にかけることによ り,こ の期間の各地区国内生産総値 を推計 した。
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表2各 変数の記述統計量からみた地域特性

沿 岸 地 域

平均 分散 最大値 最小値

.資 本 金(万 ド)レ) 297.ユ5 2115320.89 .86169.8 .1.0

従 業 員 数(人) 149.37 97098.18 5100.0 1.0

設 立 認 可 時 期(年) 92.68 5.22 98.0 80.0

外 資 比 率(%) 90.62 742.69 100.0 5.0

契 約 期 間(年) .20.83 163.15 100.0 2.0

資 本 集vi度 〔資本金〆従業員数〕〔万ドル〕 6.45 5558.77 4308.5 O.000315

東 北 地 域 内 陸 地 域

平均 分散 最大値 最小値 平均 分散 最大値 最小値

164.29404206,7916920.01.O 282.23 1231454.85 23529.0 0.2

148.39216795.247122.03,0 150.36 115170.84 3000.0 2.0

92,453,8ユ98,083.0 92.55 3.93 96.o .80.0

62.31782.76100.011,0 56.90 661.17 工OO.0 9.9

16.37105.2250.0ユ.0 17.36 93.46 70.0 6.0

3.2278.52152.50.0ユ7327 3.61 67,工7. 122.9 0.027778

す よ.うに,最 頻値 こそ内陸地域 が最 も小 さい規模 であるが,.内 陸開発政 策 に

よっ.'ζ相対的 に規模 の大 きな企業 の立地 も促進 され た結果,資 本金額の大規模

な企業 も堵較的多 く投資 立地 しているため と思 われ る。 また,従 業員数で嫁,

表2よ りその平均値 は,内 陸地域q50.36人),沿 岸 地域(149.37人),東 北 地

域(ユ48.39人)の 順 であ り.,あ ま り差 はない。最大値 をみれば千 人.単位 を数 え

る規模 の もの もみられるが,図4一 図6に 示す ように分布め形状 は大 きく左 に

偏 ってお り,概 して200人 未 満 に集 中 してい.る。 しか し,東 北 ・内 陸地域 では.

最 頻値 が沿岸地域のそれ よりも明 らかに小 さく,全 体の分布の形状 も沿岸部 よ

りもさらに左 に偏 ってい る。 この点 で,従 業員数で企業規模 を考 えた場 合で も,

東 北 ・内陸地域 に投 資立 地 している 日系企業 は中 ・小 規模 の ものが多い ことが

わかる。 これは,平 均値 か らはわからない特徴であ る、,

次 に,設 立 認.u].時期 に関 して考察 を行 う。表2に 示 した平均 値 は東 北地域
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(92.45年),内 陸 地域(92,55年),沿 岸 地域(92.68年)で あ った。 この ような.

順 序 にな った理由 として次 の2つ が考 え られ る。第1の 理 由として,東 北,内

陸地域の而地域では比較的早い時期 から 日系企業 の立地が行われていた こと,

そ して第2の 理由 と して,9⑪ 年代以 降にみられた立地増加の起点の差異があげ

られ る。特 に後者は図7～ 図9を みれば明らかとなる。つ ま り90年 代以降の立

地増加の傾向 と して,90年 代 初頭の東北地域へ の認 可の急増,そ の後の内陸地

域ヘ シフ ト,94年 には沿岸部へ の回帰 と大 きなラグを有 してい ることがあげ ら

れ,こ の ようなラグが平均値の差 となって表 れているという.ものであ るb

外 資比率 はその平均か らみる とその比率が高 いのは,.沿 岸地域(70,62%),

東 北 地域(62.31%),内 陸 地域.(56,90%)の 順 となってお り,契 約期 間 につ

いて表2に 示 され たその平均値 は,沿 岸地域(20.83年),内 陸 地域(ユ7.36年),

東 北 地域(16.37年)の 順 である。後進地域 ほ ど外 資比 率 は低 く,契 約期 間が

短 くなってい ることがわか る。後進地域 の外 資比率 の相対 的な低 さは,直:接 に

は先進地域で ある沿岸部への進出企業の多 くが中国国外へg)輸 出を目的 と した

企 業であ り,輸 出販路獲 得の ため独資企業(外 資比 率ユ00%)で あ る とい う事

実 か ら説 明で きるので はないだ ろうか。むろん,こ れは記述統計 の結果 の解釈

であ り,外 資比率が投 資立地 に与え る影響については後述 のよ り.精緻 な混合 ロ

ジッ トモデルに よる推定結果 を待た な くてはな らない。

最後 に,先 出の記述統計量,資 本金額 ・従業員数か らつ くられた資本集約度

(資 本金額/従 業員数)の 地域的 な特徴 をみ てお こう。表2か ら,そ の平均値

に お い て,沿 岸地 域(6.45万 ドル)が 東 北 地 域(3.22万 ドル),内 陸 地 域

(3.61万 ドル)に 比 しては るか に高いこ とが わか る。沿岸地域 の分 散の大 きさ

はある ものの,資 本集約的 な企業は沿岸地域 に進出する傾 向があるのではない

だろ う.か。

以.トの予備 的考察 か らおお まか に各地域の特徴 をまとめる と,沿 岸地域.は,

比較 的規模 の大 きな 口系企業が投資立地 され,.そ の外 資比率 も高 く契約年 限 も

長 く,資 本集約的.であるこ とが特徴 と してあげ られる。 また東北 ・内陸地域 は,
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図7認 可年 の期 間別 分布(沿 岸地域)
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.そ の 企業規模は沿岸地域 に比 して全般 的に小 さ く,外 資比率が低 く1契 約 年限

が短 く,資 本集約度が低い ことが特徴 として明 らか になった。

しか し,こ れ だけでは,各 企業属性 変数 が中国国内における投資立地選択 に

対 して,そ れぞれが単独で及ぼす影響 は,完 全 には明 らかにはならない。そ こ

で.次 第 では,ロ ジ.ッ ト分析 による中国国内での投資立 地選択 モデルの推定結

果 を示 す。 それに より.,は じめて個々の企業属性変数の影響 と,そ の変数 問の

関係 が明確 になる。 また,混 合 ロジ ッ トモデル による分析であるので,地 域側

の属性 変数の投資立地選択 に及 ぼす影響 も取 り扱われ.る。

V推 定 結 果

地域属性変数は,一 つの回帰式に全変数を入れると多重共線性をおこすため,

多重共線性をおこさない変数の組み合わせを探 した。その結果,多 重共線性を

おこさず推定値の符号条件が理論に整合的であった変数の推定結果を表に記載

した。

表から萌らかなように,地 域属性変数のなかで,賃 金上昇率が殆 どの推定モ

デルで有意であり,か つ推定値 も負で符号条件 も満たしている。表には示さな

かったが,.賃 金上昇率 に次いで,賃 金水準その ものも符号条件(こ の場合 も

負)を 満たしながら有意になることが多かった。中国国内の投資先の地域属性

としては,賃 金に関する.条件が,日 系企業の投資立地選択 に影響 を与えている

ことを1月らかにした推定結果であるといえよう。これは,徳 永 ・石井[ユ995]

.の東 アジア地域内での投資立地選択分析の結果 とは整合的であるが,若 杉.

[ユ997]の 同様の分析の結果とは異なったもの となっている。

次に進出企業の属性 に関する変数の推定 ・検定結果をみてみよう。企業規模

変数として資本金額をとった場合(表3)に は,推 定モデルに契約期間を入れ.

るまでは,東 北地域への投資要因として資本金額は負に有意であ り,内 陸地域

への投資要因として も有意ではないが,か な り高いt値 を伴った負の推定値

が計測されている。ところが,契 約期間を推定モデルに入れると,契 約期間が
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表3企 業規模変数として資本金額をとった場合の立地選択モデルの推定結果
(1981-98年)

変 数 (1)式 (2)式 (3)式

総 生 産(GDP)

総 生 産(GDP)成 長率

0.0050
(1.04)

O,0026

(一 〇.16)

730.1

(1.鋤

賃 金 水 準

賃 金 上 昇 率
一151.1

(一2.09>・.

一207 .5-1028,8

(一2,24)韓(1.84)串

物 価 ヒ昇 率

資 本 金 額2

設 立 認 可時期2

外 資 比 率2.

契 約 期 間2

資 本 金 額3

設 立認 可時 期{

外 資 比 率3

契 約 期 間言

..一 〇 .0002

(一4.16)事 書寮

一〇,例28

⊂一3.78)顎 ●'

一 D.0001

(一 工.38)

一 〔}.0306

(一1.73)'

一 〇 .0003

(一3.87)'随

一 〇 ,07

(一4.74)幽 噸'

一〇.3586

(一2.86)蓼"

一〇.0001

←1.54)

一〇.0739

(一3.37)蓼 竃'

0.7649

(3..97)'ゆ 廓

一Q
,0001

(一1.12)

一 Q.0915

(一4.81)ホ 傷8

-0
.4954

(一2.69)榊

一.0
.035

(一5.8呂)8帥

010001

ω.81)一

〔}.1489

(一5.23)ゆ 帖

0.4708

〔1.56)

旨一〇,028

(.一.3,05)虚 夢`

デ ー タ 数 9269 5703 2971

(注1)破 線 よ り上 は投資先 の地域属性 に関す る変数,ト ま進出企 業の属性 に関する変数。

(注2)企 業属性変数 にかんす る係 数は.各 地域 ごとに推定 される。2の 添字 は東北地域(と 沿岸

地域 の係数の差)を,3の 添字 は内陸地域(と 沿岸地域の係 数の差)を あ らわす。

(注3)()内 はt値 であ り、 牢は1D%水 準 で有意,**は5%水 準で有意,***は1%水 準で

有意であることを示す。
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有意に負 となり,東 北地域においては資本金額は有意ではなくなり,内 陸地域

では有意ではないが推定値が正になってしまう。すなわち,東 北地域を中心に,

資本金額が小さい企業は契約期間も短 く,契 約期間の短さが直接に後進地域へ

の投資立地選択を説明 しているのである。資本金額の小ささは,契 約年数を介

して,間 接的に後進地域への投資要因となっている,

企業規模変数 として従業員数をとった場合(表4)に は,反 対に推定モデル

に契約期間を入れるまでは従業員数の係数推定値が有意で.はないのに,契 約期

間を変数として.入れると,こ れは先 と同 じく契約期間が負 に有意となり,東

北 ・内陸地域ともに,従 業員数の係数推定値が正に有意になる。これは,従 業

員数の多い企業ほど契約期間が長 く,従 業員数の大 きさ自体は直接後進地域へ

の投資を促進する要因となっているということ.である。企業規模変数として資

本金額をとった場合とはかな り異なった結果である。この従業員数の大きさが

.後進地域への投資立地の促進要因となっているという推定結果は,従 業員の絶

対数の大 きさが促進要因となっているということなのか,.資本金額/従 業員数

で定義 される資本集約度の低さが促進要因となっていることなのかを明らかに

するために,資 本集約度(資 本金額/従 業員数)も 説明変数 として加えた推定

結果,表5を 見てみよう。東北地域への投資立地説明要因としては,従 業員数

も資本集約度も共に有意ではなくなっているためよく分からないが,内 陸地域

への投資立地要因としては従業員数は有意ではなくなり,代 わって資本集約度

が負に有意となっている。つまり,内 陸地域への投資の促進要因となっている

のは労働集約度(資 本集約度の逆数)の 高 さなのである。また東北地域への投

資立地説明要因としても,資 本集約度について,有 意ではないもののかなり高

いt値 の負の推定値が計測 され.てお り,こ の地区でも労働集約度の高 さが投.

資立地促進要因になっている11」能性は高い。労働集約度の高い企業には.賃 金

水準および上昇率の低い後進地域へ投資するインセンティブが存在することを

示すものであろう。これは,地 域属性要因として賃金要因が重要であるという

先の結果と整合的である。 一方,資 本金額の小 ささが,契 約年数 を介して,後
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表4企 業 規 模 変 数 と して 従 業 員 数 を とっ た場 合 の立 地 選 択 モ デル 推 定 結 果

(1981-98年)

変

総 生 産(GDP)

総 生.産(GDr)成 長率淘
.(4)式

420.3
(0.66)

2062.6.

(2,34)。 蓼

賃 金 水 準.

賃 金 上 昇 率 一364.7

(」0.58)

一2067
.8

(一2,37)脚

物 価 上 昇 率.

従.業 員 数2

設 立 認 可時期2

外 資 比 率2

契 約 期 間2

従 業.員 数3

O.0001

(0.82)

0.〔}125

(0.与0)

.一 〇
.4376

(一2.24)纏8

O,0002
(1,07).

0.0003

(1.74)'

O.0259

(0.76)

一 Q.4809

(一1.65)庫

一 〇.014

(一1.98)鱒

0.0003

(1.70)8

設立 認可 時期3
一.0 .0272 一 〇

.1049

(一 〇.94) (一2.6① 夢`'

外 資 比 率3 0.9007 1.0025

(3.69)事 。3 (2,35)"'

契 約 期 聞3 一〇.028

(一2.36)寧 夢

デ ー タ 数 3347 .ユ538

(注)表3に1司 じ。

進地域への投資要因となっている⑱は,後 進地域への投資のリスクの大 きさか

ら,契 約年数の短 く金額の小さい投資が選択 されているのかもしれない。念の

ため,資 本金額と従業員数の両方を入れたモデルを推定 したが.(表6) ,資 本

金額と従業員数は当然似たような動 きをするため,両 変数の有意性の多 くが失
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表5従 業員数と資.本集約度(資 本金額/

従 業員数)を いれた聯合の立地選根モ

デル推定結.果(1981-98年)

変 数

総生産(GUY)

総生魔(GDP)成 長率

賃 金 水 準

.賃 金 上 昇 率

物 価 上 昇 率,

従 業 員 数2

資 本 集 約 度ヨ

(資本全額/従 業員数)

設 立認 可 時期3

外 資 比 率z

.契.約 期 間2

従 業 員 数3

資 本 集 約 度3

(資本金額/従 業員数)

設 立 認 可時 期3

外 賢 比 率3

契 約 期 間3.

デ ー タ 数

(注)表3.に 同じ。

(6)式

一9302

(一1.96)皐

5218.5

(2.06)脚

O,0002

(1.46)

一 〇 .20

(一1.51)

0.030

(0.89)

一 〇 .4278

(一1.46)

一〇.0095

(一1.30)

0,0003

(0,21)

一〇.0023

(一1,65).

..一〇.1036

〔一2.56)華 字

1.003

(2.35)畔

一..O
.0272

(一2.30)騨

1533

第5・6号

表6資 本金額と従業員数を両方いれた場

合の疏地選択モデル推定結果(参 考)

(1981-98年)

(注)表3に 同 じ。
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われ て しまった。

設立認可時期 については,内 陸地域 を中心 に,後 進地域への投 資促 進要因 と

しては負 に有意 となっているケースが多 い。 この限 りで は,近 年 になる につれ

て,日 系企業の投 資立地先 が,か えって先進地域 であ る沿岸地域 を志 向する傾

向を強め てい ると言え る。

外資比率 は,.同 じ後進地域で も東北地域 と内陸地域 に異 なった影響 を.与えて

いる。.東北地域への投 資促 進要因 としては,外 資比率の高 さは有意 に負 の影響

を与 えているの に対 して,内 陸地域へ の投資促進要 因 としては,外 資比率 の高

さは有意 に正の影響 を.与えているケー.スが多 い。東北地域 は伝統 的 に,重.L業

を 中心 と した投資が重点的 にお こなわれた地域で,そ の ため現在 で も国有企業.

の比率が非常 に高い地域である。 この ような,国 有企業の基盤の厚 さを背景 と

して,対 中進出企業 に対 して,中 国へ の投資 に際 して独資形態 よ りも合弁形態

(そ の多 くは国有企業 をパー トナ ー・とす る)で の進 出 をする よ うに,中 国政府

側か ら政策的 な圧力がかけ られているのではないだろうか。それ に対 して,内.

陸地域へ の投資促 進要因 として,外 資比率 の高 さが有意 に正の影響 を与 えてい

るの は,内 陸部への外 資誘 致政策のため独資形態 での外国企業の進出 も歓迎 し

ているという政策の反映であろう と考 える。つ ま り,内 陸部 は沿岸邦 に比べ経

済発展が遅れ てい るため,外 資 を是非 とも誘致す る必要が あったのであ る。そ

こで,先 述の ような外 資誘致政策が とられ,成 果 をお さめつつあ る結 果 として,

先 述 のような推定結果が出て きた もの と思 われる。 これは,90年 代 中頃 まで中

国の地域経済格差への対処 としてす すゆ られて きた,内 陸部への外資誘致 政策

が一定の効.果をあげてい.たことを示 す ものであろ う。

最後 に,企 業属性変数 として推定 モデルに組み込 まれ た産業分類 ダ ミーの推

定 ・検定結果 についてふれる。表記 が煩瑣 になるため,.表 には示 さなか ったが,

産 業分類 ダミーの推定検定 結果 は概 ね,予 想 どお りの ものであ った。す なわち.

農 林漁業 ダ ミー,建 設 ・鉱業 ダミーが東北地域投資要 因と して正 に有意,軽 工

業 ダ ミー ・重化学工業 ダミーは東北 ・内陸地域 ともに負 に有意 となるこ.とが多
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か った。予想をやや裏切 るのは,農 林漁業 ダ ミ「が内陸地域投資 要因 としては,

負 に有意 となるこ とであった。農林漁業 に属す る日系進出企 業立地先 として も

とめる条件 は,内 陸地域 よ りむ しろ沿岸部 にあ るとい うことである。 この点に

ついては,さ らに精緻 な実証研究が待 たれ る。

VI.結 論

前節 までの議論により,中 小規模の企業が比較的後進地域への進出に積極的

であ り,よ り詳細には,後 進地域の低賃金が,従 業員数の多い日系企業を引き

つけている一方,後 進地域への投資リスクの高さが,日 系企業の投資 を契約期

間の短い金額的に小規模なものにしている傾向があることが分かった。「卜国に

進出している日系の中小企業は,労 働集約的な企業を中心に後進地域に積極的

に投資立地をおこない,中 国の地域経済格差の縮小に貢献 しているのが現状 と

いえよう。.

また,近 年後進地域への投資が敬遠される傾向にあり,将 来的に日系企業の

動向が,中 国(り地域経済格差を拡大させる懸念も出てきている。 しか し,外 資

比率にあらわされる進出形態の決定には中国政府の政策が大きく影響 してお り,

中国側の地域経済格差への対応として,最 後進地域である内陸地域への,.外 資

誘致政策が成果を納めつつあったことも示唆 された。
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